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研究要旨   

本研究班で蛾妖血年齢基準の見直しの観点から、1）17歳への400Ⅰ山全血捉血の導入、2）全血献血の上限  

年令（親行69歳）の見直し、3）血′J＼板成分献血の上限年令（現行弘樹の見直しの可能性について導入効果（献  

血者の増加率）と安全上の問題を平成18年度の全国献血者のデータの基づき検討した。加えて「血小板の上  

限年令の見直しに関するアンケート調査」を50～54歳の血小板献血者を対象として実施した。   

平成18年度に献血の受付をした労性3，532，亜4名、女牲2，560，404名の計6，092，糾8名を対象として日本  

赤十字社の全国統一コンピューターシステムに入力されているデータを基に性別、献血方法別、年令脚誹りに  

献血者数、献血不適格者数、副作用発生状況を銀計し、その結果を解析の基礎データとした。血小板献血の上  

限年令の見直しに関するアンケート調査は全国の7地域の血液センターで実施し、1，130名（男性739名、女  

性391名）からの回答が得られた。   

その結果、1）17i掛こ400ml全血統血を導入することでは、年間に200ml献血換算46，684名分（ヱ別生28，961  

名、女性17，723名）に相当する増加が見込まれ、これは平成18年度の全血総献血者数（200ml換算）の0．73％  

（男性0．45％、女性0．28％）に相当した。献血時の副作用の発生率は17歳では男女とも18・19歳を比較し  

ても同等以下であった。2）全血献血の上限年令を69放から74歳に延長した場合に増加する献血者数は年間  

に200ml換節で6，573名であり、全血総献血者数の0．11％程度の増加しか見込まれないことがわかった。現  

行採血基準では放も高齢の60代献血者の副作用発生率を、他の年代と比較したが、、1司等以下の発生率であっ  

た。しかし、Hb他が基準地未溝のため任勤不足）胱血不適格となった人数は労性60歳代が他の年代と比校  

して拓いことがわかった。3）血′J噸成分献血の上l股軍令を現行の54歳から59豆掛こ延長した齢には、年間  

45，534名の献血者の増加が見込まれた。50代の血小破弾頭者の副作用発生率は他の年代と比絞しても発生率  

は同等以下の依であったが、Hb不足による献血不適格者数は男性で50代から高くなる傾向が認められた。「血  

′j、板献血の上限年令の見直しに関するアンケート調査」の結果では、90％以上の献血者が54歳以降も継続し  

て血j、板献血に臨力したいと回答し、血小板献血の上限年令の見直しを行なうことには85％以上から丑成との  

回答が得られた0   

このように年齢基仰の見直しで比較的多数の献血者増が見込まれ、アンケート調査でも肯定的な恒！答が得ら  

れている血小板成分献血の上限年令の見直しを第一優先のテーマとして検討を進めるべきとの結論が得られ  

た。   

また、Hb基準値を引き上げた蓼合の献血者数への影響について血液比重による適否判定とf払簡易測定値  

をもとに検討した。   

ヘモグロビン往Ib）簡易測定装置導入に伴い、献血者の健康面への配慮と、受血者にⅠ肋畳の多い血液供給  

をめ酌璃披から、内部基準の設定や検討が－一部の血液センターにて実施されている。Ⅰ払簡易測定法への全  
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園的な切り替えに際し、適切な採血基準または内部基準の紘一について、特に囁行基準値は健常男性のHb  

値と比較して低いため基準値引き上げの是非と胤、短00mL採血基準を亜OmLと同一一軍準に引き上げるこ  

との是非人「馳上限値り設免㊥戦討課題となっている。   

血液比重測定法で採血適否判定を行い、同時にHb簡易測定も実晦して、採血基準Hb値を引き上げた場合  

の採血数への影響を検討する。適切な採血基準として、参考資料（内田立身：貧血と採血基準を考える～血  

液学的立場から㌔赤十字シンポジウム2007）をもとに二2∝）・400mL同「基準で男性Hb≧13．0、女性  

≧12．5脚を仮定し算出した。   

平成19年2月中旬～3月下旬、血繚センター（福岡ブロック、岡山ブロック、埼玉、愛知）で全血馳血栓00  

mL400mL）希望者を対食とし、血液比重法にて採血適否半り定を行い、同時にm僻簡易測定をへモキュー  

土地201プラスとその呼用資材を用いて測定した有効集計件数、男性11，亜5人、女性7，321人、計18，乃6  

人について解析を行った。なおHb簡易検査値は、当該検体の検査課機器測定値と大きく異なり、問診崇と照  

合した結果OCR誤判読と判明した甲で、その点については訂正して解析したまた比盟関連解析は、Hb飾  

易検査判定をすでに執入していて比韮同時測定を実施した岡山ブロックの一部のデータ（山口BC分）を除外  

し、総計17，429件を解析した。   

その結果、比重測定1．052以上1．053未満を示し、400mLから200mLに変更した敵血者の簡易m平均値  

と標準偏差修は、男性12愈乱8g侶L、女性12．4畑．6離ILで、現行の200mL採血基準のHb12帥⊥以上とほ  

ぼ合致する梅園であった。簡易測定Hb僻と倹漉訊測定Ⅰ払催であるが、愛知Cでは、検査誹での血球計算測  

定はⅩE－2100を使用しこ4℃保存で温血翌日（約24～32時間後）に測定している。簡易洲定法と同時に洲定  

したものではないため、検査報測定値は参考データにとどまるが、同「検体の珊易測定Hb他と検査秋機㌍  

Hb値の平均、相関係数を節定した。簡易Hb僻ま検査誌柑象器と比披して、平均僻で男性0．4、女性0．3g瓜L  

それぞれ低い値を示していた。相聞係数は、男性は0．923と「非常に熱い柑削を示したが、女性では0．877  

と「や明知、相関」の結果であった献血申込者の怖易m他の平均と標準偏差借はし労性14．牡1．1帥L、女  

性12・裡1・1か1IJであった。男性で13．Og鳳L未満は3．6％、女性でHも12．5卵L未満は37．9％であった。血披  

比威判定による男性献血者の簡易打bイ紛布は、男性の・200mL献血者数は582人（5．3％）で、10代の占め  

る比率が鵡し㌔400m⊥献血は採血基準により、男女ともに比童測定法で1．053（且b測定法で12．5g／dlJ）以  

上と定められている。400mL男性献血者では、壬札所易測定依で13．吋dI」米酢ま241人、逆に比脆測定法で  

1，053未満と判定し打b13．0帥L以上は139人存在した。Hb簡易検査法に切り替え、判定基準値を13．Og／dL  

以上に設定すると、1．鋸％の椀少が予測された。血披比韮判定による女性帆血者の冊易Hb依分布は、女性200、  

亜OmL献血者のHb値分布と年代別比率は、400mL女性献血者では、比麓測定にて1．053以上で、Hb怖易  

測定僻12・5帥L未満は10．2％（310人）含まれていた．逆に比逓測定では1．053未満で、Hb12．5離L以上  

を示した400mL献血希望者は269人であった。H小箱易測定法に切り替え、判定應準値（Hb12．5かm以上）  

現行継続とした場合、41人（1．現％）の減少が予測された。男性≧13．0、女性≧12．5g止L設定時の年代別採  

血不適率は、男性400rnL献血希望者では肋≧13．Og瓜Lとした場合、年代とともに不適率が上昇し、50代  

（6％）、60代（11．2％）で高く、全体では3．5％が不適となった。200・400mL同一判定基準を設定すると、  

200mL希望男性の6・7％が不適となった女性に対し、200・亜OmL同一判定基準（Hb≧12．5g瓜）を設定  

すると、10代～側代の不適率が高く、女性全体として400mL希望者で35％、200mL希望者で42．6％が不  

適となった献血申込者の冊易Hb値最高他は男性20，Og伯L、女性18．7かmであった肋上限値の設定に  

ついて、臨床的に精査が必要とされる教偶を参考として男性19離1⊥以上、女性17紗Ⅶ．以上を設定した場合、  

不適和ま男女ともに0．08％であった。総蛋白故については、今回の検討対顔看では、血中蛋白鹿が血統比重に  
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よる適否判定に彫響したと考えられる例は認めなかった。   

検討結果から、血液比重測定法と簡易Hb測定法はともに、手技を正しく行えば採血基準に従った適否判定  

に有用な手法と言える。H17年に実施された簡易Hb測謝平価試験で、検査覿自動血球計数装置の測定値  

と比較して平均値がやや低いことが確認されている。今回の検討は、同一検体を24～32時間後に検査課梯芳  

一で測定した苫b値であるが、簡易打b値は平均値で男性0．4、女性0．3g瓜Ⅰ．それぞれ低い依を示していた。簡  

易Eb測定機器の誤剋お0．3泄Lとされており、採血基準を下回る献血者からの採血が防止できる設定であ  

る。   

Hb測定法への切り替えに伴い、現行基準値は健常男性のⅠ皿倍と比較して低いことから、基準値を12．5か  

ら13．0泄Lにひき上げた場合の採血予測を行ったところ、比捌定植1．053以上の判定時に比べ1．鋸％の減  

少が予洲された。女性では‡恥を現行基準と同じ12＿5g瓜と設定し、比塵測定による判定と比較すると1．胡ざ％  

の減少が予測された。女牲において、縮易Ⅰ勤測定機器噂入で献血者予測が減少する理由として、測定機蔀が  

本来の汀b倍よりやや低めに表示するよう設定されていることも影響していると思われる。   

200mL採血数は減少傾向（托18年：200mL26％、400mL74％）にある。受血者にとり供血音数は少な  

いほうが望ましく、200mL採血はノト児の輸血用に限定して採血している施設もある。200mLの採血逓即を  

400m⊥と同一基準にひきあげた粉合、200mL採血比率の低い九州地区ではほとんど彫智がないと思われる。  

しかし、400mT．確保に苦慮している地域では、冬季の献血者減少時期など採血計画の変更が必要となる可能  

性がある。上払．拡準値の引き上げについては、今後予期しない感染症の流行や、供血者う裳択に新たな制限が加  

わる事態発生時などの血液碓保も考慮して、検討されるべきであろう。   

血彼比壬甜tリ定法は、基準備を満たすかどうかに限定した判定であるが、簡易Ht）測定法では基準をはずれた  

献血申し込み者に対し、佃々の状悠に応じた他脚が可能となる。Hb怖易測定機器導入後は、この利点を  

生かした健煉指導体制も望まれる。   

また、本研究では献血に関する医学生の意諏綱査を行い、医学生の献血の現状、将来の予測、献血行動の関  

連因子を明らかにし、医学生に抒弧血のプロモーションを行うことが献血者秋保に塙‘効か否かを予測した。2008  

年1月8日から2月1日にかけて、東京医科顔料大学医学部医学科生を対簸とした調：在来調査を行い、299名  

（全学生の59％）から回答を得た。105名（35％）が献血経執着であり、45名（15％）がこの1年偶に献血  

をしていた。今後1年以内に絶対献血すると回答したのは3i名（11％）であった。今後献血する意志と関連  

する因子は献血経験の有鮒こよって異なり、経験者では献血の継続性が、未経験者では義務感や後悔の念など  

が献血意志と関連するという結果となった。本学医学生の献血経験者率は低いが、献血率は布い。献血率の高  

さは、大学祭での献血バスによって初回献血者を常に確保していること、肋鮎経験者が継続的に献血を行って  

いることによって維持されていると考えられる。献血未経験者の献1敵意志はmやTPBで説明可能であるが、  

経験者では「献血を継続しており、前回の献血で恋い印象がなく、特に阻害要因がないこと」が献血怠志を高  

く保つ条件だと考えられる。医学生の献血に協力する気持ちは高く、プロモーション効果は－「分にある。その  

際、未経験者では1ⅦAやTPBに沿ったl籾略、経験者では毎回の献血で嫌なイメージを持たせないことに重点  

を置いた戦晰を採る必要がある。また、献血バスの初回献血者砕保に対する有効性も考慮すべきである。  

注： 避C；BloodCenbr  

C；Center  

TRA；TbeoryofReasonedAction  

TPB；TbeozyofP血medBehavior  
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A．目的   

少子高僻牝剋会の到来において献血可能人口の減少と高齢化！こよる疾患構造の封ヒなどにより血液需要叔の増  

加が予測されるため、近い将来において血液の供給不足が懸念されるが、その対応策の一つとして献血年齢基準  

の見直しが考えられる。   

そこで、本研究班では敵血基準見直しの可能性が可能と考えられた3秦、1）17歳への朝Oml全血採血の導入、  

2）全血献血の上限輪廟行69劫の見直し、3）血小板成分献血の上限年令（親行54歳）の見直しについて、導  

入効果（献血者の増加率）と安全上の問題の有無を平成18年度の全国献血者のデータの解析結果に基づき推定  

してみた。あわせて項目3）については、鰍山、板成分献血を行なっている50～54歳献血者を対  

象として、「血小板献血の上限年令の見直しに関するアンケート調査」を実施し、扱血基準の見直しのための基礎  

資料を提供することが主たる目的である。   

また、Hb基準値を引き上げた場合の献血者数への影響を知るために、血彼比重による適否判定とHb簡易測  

定値の比較検討を行い、Hb簡易測定法への全国的な切り替えに際し適切な採血基準または内部基準の統⊥のた  

めのデ」タを収集し、r現行基準値は健常男性のHレ櫨と地峡して低いため塵準値引き上げの是非と値」、佗00m  

L採血應準を400mLと同一基準に引き上げることの是非J、「甘b上限値の設定」などの妥当性を検討することが  

もう一つの研究目的である。   

さらに医学生集団に対して集中的にプロモーションを行うことで献血者増加につながるかどうかを考察するこ  

とを目的として研究を実施した。  

B．方法  

B－1、献血者の年令基準見直しに関する基礎的検討   

平成18年皮（平成18年4月～19年3月）に全国赤十字血液センター献血の受付をし、日赤全国統一コ  

ンピューターシステムに入力された男姓3，532，404名、女性2，560，404名の計6，092，808名を対象として性  

別・献血涜相調1卜年齢l脚離りに献血者数（英人数・延べ人数）、献血不適格者数、副作用発生状況について  

集計し、以後の解析の基礎資料とした。（胱血者数は、男性3，212，704名、女性1，777，3（J5名の計4，983，m9  

名）併せて、全国7地域の血液センター（北海道、宮城県、東京都、愛知鼎、大阪府、岡山県、福岡腸）で50  

歳～54歳血小板成分献血者を対象とした血小板献血の上限年令の見直しに【娼する意識調硫を実施した。調査数は  

各施設200例（男性100例、女性100例）を目標とした。  

B－2．血液比胎による採血適否判定と封b冊易測定値との関係について   

平成19年2月中旬～3月下旬、血液センター（福岡ブロック、岡山ブロック、埼玉、愛知）で全血献血（200  

m⊥，400m⊥）希望者を対象とし、血液比重法にて採血適否判定を行い、同時にl払倍簡易測定をへモキューHb201  

プラスとその噂用資材を用いて測定した。有効姓計件数、男性11，405人、女性7，321人、計略726人について  

解析を行った。なお、上記の有効銀計件数のうち当該検体の1鉦怒劉晩群机定位と大きく異なり、問診票と照合し  

た結果OCR誤判託と判明したものを除外した17，429件を解析対象とした。  

B－3．医学生の献血に対する意識調査   

鹿京医科歯科大学区学部医学科1～6年生を対象に、授業聞の休憩時問に調査票を配布するガ掛こより、自記  

式調査畑査を行った。調尭期間は、平成20年1月8日～2月1日で調査栗の内容は、年齢、性別、学年、献  
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血行動（献血回数、献血場所、最近1年間の献血回数など）、献血に対する態度・イメージなど29項目である。   

解析はSPSS12．OJゐrWhdowsを用いて行い、有意水準はノ0．05とした。  

（倫理面への配慮）   

本研究は、個人を特定することなく献血に伴う副作用晴雄を分析するとともに、献血者の貧血情況を測定する  

ものであり、貧血検査については献血の際の同意粥項であるため倫理上の問題は生じない。また、データの取り  

扱いについては「疫学研究に関する倫理指針（文書陣卜学省・厚生労働省平成17年6月29日）」を遵守している。  

C．結果  

C－1．献血者の年令基準見直しに関する基礎的検討  

17政敵血者への400ml全血採血の導入した場合の全血献血者の採血不適格者は、17歳男性の献血受付者数  

34，816名中、献血不適格者数は5、050名（14．5％）であり、17歳女性も敵血受付音数53，1根名中、献血不適格  

者数は20，728名（39．0％）と他の年代と比較して高しヽ傾向が認められた。項目別に見ても、馳不足（恥値が基  

準値未満）、血王、服薬、問診項目1（献血の永久不適項馴こ該当）、問診項目・2（今回の献血は不可と判断される  

項目に該当）、事前検査、その他の全ての項目での不適格者数が他の年代と比較して高かった   

2001nl全血献血者の年齢階層別副作用発生状況では、17歳男性の副作用発生率は1．19％であり、i8～29歳の  

2．39％と比較して低い値であった。（1819裁男性の副作用発生率は1．95％、2．79％）17歳女性の副作用発生率  

は1．75％であり、18～29歳の1．37％と比較すると高かったが、18歳、19歳の1．75％、1．81％との比校ではほぼ  

同等の値であった。  

17歳に400m全血献血を導入した場合の献血人数（量）の増加の見込みであるが、平成18年度に200ml全血献  

血者を行なった17歳献血者のうち、どの程度が400ml全血献血の基準（体董、Hb値）を満たすかを調べ  

た。17歳男性では29，765名中、4㈹ml全血の献血基準（体重50Kg以上、Hb兢】2．5g旭以上）を満た  

すのは28，961名（97．3％）であり、17歳女性では32，460名中、17，723名（5＆6％）が体重・m並の両  

方の基準を満たすと推定された。   

上記の献血者が全て400ml鉄血を行った場合には、年間に20伽1献血換算で4らβ84名分（男性28β61  

名、女性17，723名）の献血丑の増が見込まれるが、これは平成18年度の全血（200血）換策絵献血蒐  

6，378，490名の0．73％（男性0．45％、女性0．28％）に相当した。   

全血献血の上限年令の見直しについては全血献血の献血不適格状況を見ると、男性におけるm不足の比率  

は50代が0．19％、6α、64歳は0．42％、65～69歳は0，69％と年令が増すとともに上昇する傾向があり、  

特に68歳・69歳のHb不足の率は0．93％、1．25％と高い値を示している。他の不適格項目の率は50代、  

60代で特に高い傾向はなかった。また、女性の50代、60代献血者の献血不適格者数は他の年代と比放し  

て同等以下であった。200ml献血時の副作用発生状況、及び400ml献血時の副作用発生状況を見ると、男  

性では50代、60代献血者の発生率は他の年代と比較して低く、女性でも同様に50代、60代献血者の副作  

用発生率は他の年代と比敬して低くかった。   

全血の献血者数、献血率とも60歳から減少傾向を示している。そこで献血率と（男女計）と年齢につい  

ての回帰直線を求めたところ、200ml献血では、Y＝Ⅷ．04Ⅹ十2．93（R2＝0．96）、40伽1献血では、  

Y＝欄．15Ⅹ＋10．61（R2＝0．97）の式で表される負の相関関係が認められた。この匝1婦直線を用いて、全血献  

血の年齢基準の上限を74歳まで引き上げた場合の献血率についてシミュレーションを行なった。200ml献  

血では70歳で0．13％の献血率が．73歳までに0．01％まで減少し、400ml献血では70歳は0．10％であるが  
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71歳で0．01％まで減少すると予測された。   

血小板成分献血の上限年令の見直しについては、成分献血の受付者における献血不適格者状況を見ると、男  

性では打b不足の率は、50～54歳で0．84％、54～59歳で1．12％、60～朗歳で1．59％、朗～69歳で1．69％  

と年齢を増すごと不適格の率も増加する傾向が認められたが、女性では50代・60代のⅠ弘不足の率は他の  

年代と比敬して高くはなかった。   

血パ、板成分献血貯C）を行なっている献血者の副作用の発生率は馳～54歳の副作用発生率は男女とも  

他の年代と比較して同等以下であった。また、血柴成分献血貯PP）を行なっている献血者の副作用発生  

率を見ても男女とも50～69歳の副作用発生率は他の年代と比較して同等以下であった。   

血小板成分献血の上限年令を現行の別歳から59歳迄延長した場合に献血者がどの程度増加するかをシミ  

ュレーションしてみた。年齢階層別の血′J、破戒分献血者教は男女とも年齢を増すごとに献血者数が城少する  

傾向が認められている。45歳から餌歳の間で、血」、板献血者数（男女計の延べ人数）と年齢の関係につい  

て見てみると、匹づ92．6肝略50弧20氏2＝0．98）で示す負の相関関係が認められた。   

この回帰直線を用いて、血小板献血の上限年齢を現行の54歳から59歳まで引き上げた時に増加する献血  

者数を推定してみると、年間に45，534名の献血者の増加が見込まれ、これは柑年度の給血′J、板成分献血者  

数775，148名の5．49％に相当人数であった。   

また、全国7地域の血液センターで、現在血小板成分献血に協力をしている50歳～別歳の献血者を対象とし  

て血′J、板献血の上限年齢の見直しに関するアンケート調査を行なった。施設別の調査例数は  北浦道188名、  

宮城県73名、鹿京都1由名、愛知県123名、大阪府219名、岡山児177名、福岡県158名であり、合計は1130  

名であった（男性739名、女性391名）。年輪分布は50歳260名、51歳197名、52歳205名、53歳231名、別  

歳㍊7名であった。   

満糾歳を越えてからの血′憫副血についてはJ男性で682名（92．3％）、女性で358名（91．6％）から今後も  

脇力したいとの回答があっち血小板献血の上限年齢は54歳迄です∴紋血年齢の上限を引き上げについては、男  

性で鋸1名¢9．4％）、女牲で337名（86．2％）から賛成の回答が得られたが、わからないとの回答も男性で68  

名（9．2％）、女性で47名（12．0％）あった。さらに鷺成の場合、何歳までが適当と考えるかについては、男性  

では65歳末溝との回答が225名（30．5％）妓も多く、次いで60歳末浦が207才．色a．0％）であり、上限なしの  

回答は113名（15．3％）あった。女性では60歳末油との回答が153名（39．2％）と股も多く、次いで65歳未満  

が74名（18．9％）、上限なし41名（10．5％）の順であった。献血基準の見直しにl英け■る意見は、「年齢に関係な  

く健頗ならば献血可能」、「個人差があるので一作の年齢娃準の設定は難しい」などの意見が多かった。献血基準  

の見直しに反対の意見は、3作あり、2件では（女性）血′J、板敵血を行なった際に調子が悠くなったことを理由  

としていた。  

C－2．血液比重による採血適否判定とm）簡易測定値との関係について   

比重測定1．052以上1．053末端を示し、400mLから200mLに変更した献血者の簡易Hb平均催と標準偏差値  

は、男性12・蝕8．8が1L、女性12．4士0．6帥⊥で、現行の200mL採血基準のHb12gノdL以上とほl玲致する範囲  

であった。   

簡易測定Hb値と検査廠測定Hも僻との関附こついては、愛知Cでは、検査誹での血球計節測定はⅩ秒2】00  

を使用し、4℃保存で採血翌日（約24～32時間後）に測定している。簡易測定法と同時に測定したものではな  

いため、検査課測定値は参考データにとどまるが、簡易Hb値は検査課機㌍と比較して、平均値で男性0．4、女  

性0．3離山それぞれ低し、値を示していた。相関係数は、男悌ま0．923と「非常に強い相関」を示したが、女性で  
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は0．877と 巧ヰ強い相関」の結果であった。   

献血申込者の簡易Hb債分布は、平均と標準偏差値ほ、男性14．鈷1．1離IL、女性12．性1．1g直Lであった男  

性で13・0脚ノ未満は3・6％、女性でHb12．5がm未満は37．9％であった。   

血液比重判定による男性献血者の簡易甘b債分布を求めたが、男性の200mL献血者数は582人（5．3％）で、  

10代の占める比率が高いい亜Om⊥駄血は採血基準により、男女ともに比重測定法で1．053恥測定法で12．吋  

dL）以上と定められている。400mL男性献血者では、Hb簡易柵定値で13．Og／dL未満は241人、逆に比重  

測定法で1・053未満と判定しHb13・Og瓜L以上は139人存在した肌簡易検査法に切り替え、判定基準依を13．吋  

d工一以上に設定すると、1・鋸％の減少が予測された一方、血液比重判定による女性献血者の簡易土地値分布で  

あるが、400ml」女咄献血者では、比逓測定にて1．053以上で、仙術易測定値12．5帥L未満は10．2％QlO人）  

含まれていたト逆に比重測定では1．053未満で、f払12．5帥L以上を示した400mL献血希望者は269人であっ  

た。Hb簡易測定法に切り替え、判定基準値（Hb12．5g札以上）現行継続とした場合、41人（1．朗％）の減少  

が予測された。   

男牲≧13・0、女性≧12・5g心L設定時の年代別採血不適率は、男性400mも献血希望者ではHb≧13．0泄Lとした場  

合、年代とともに不適率が上昇し、50代（6％）、60代（11．2％）で高く、全体では3．5％が不適となった200・  

400m⊥同一判定基準を設定すると、200mL希望男性の6，7％が不適となった女性に対し、200・400mL同一判  

定基準任恥≧12．5泄1ノ）を設定すると、10代～亜代の不適率が高く、女性全体として400mT．希望者で35％、200  

mL希望者で42．6％が不適となった。   

献血申込者の簡易Hb僻地和樹まカ性20．0泄L、女性18．7g瓜Ⅰ．であった。Hb上限値の設定について、臨床  

的に相企が必要とされる数値＊を参考として男性19g瓜L以上、女性17帥L以上を設定した場合、不適率は男女  

ともに0．08％であった  ノ   

総蛋白故については、今回の検討対象者では、血中蛋白壇が血液比逓による適否判定に影響したと考えられる  

例は謎めなかった。  

C－3．医学生の献血に対する意識調査   

299名から回答を得た内訳は1・2年部名（男72名、女24名．）、3・4年113、名甥65名、女亜名）、  

5・6年90名（男59名、女30名、不明1名）であった。   

現在までの献血回数が1回以上であると回答したものは105名（35％、n当99）であった。また、最近1年間  

に1回以上献血したと回答したものは亜名（15％、n＝296）であった。   

将来の献血状況予測であるが、今後献血に協力する意向については、1年以内に絶対献血すると回答したもの  

が31名（11％、n＝289）であった。   

回帰分析によって献Il汀凝執着ならびに未経験者の献血行動に聞蓮する要因のモデ／レを作成したところ、縄駄看  

では「ここ1年間で何回献血しましたか」、「献血を続けることを止めようと考えたことがありますかj、「仮に献  

血する気持ちになった場合∴確実に実行できると思います机の3項目、未経験者では「あなたにとって∴献血  

は義務の1つです叫、「呼びかけられても献血しなかったとき、そのことを後悔することが多いですか」、r仮に  

献血する気持ちになった場合、確実に実行できると思いますか」、「間27．近年、献血者数は増加していると思い  

．ますか、減少していると思いますか」の4項目で「今後献血に協力する気持ちはあります机との問に有意に相  

関が見られた。  
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D．考察   

若年者の献血基準であるが、欧米では飴1血飾らの報告によると16歳または17歳が下限と見受けられる。そ  

こで、現在は20伽1全血献血に限定されている17歳に亜伽1全血採血の導入をした場合に見込まれる増加率を調  

べたところ、全血栓献血人 数の0．75％（男性0．45％、女性0．28％）に相当する増加が見込まれている。なお、  

0．75％の増加は、平成18年度17歳の献血率4．7％に基づき試算したものであり、17歳わ献血率が平成18年度の  

18・19歳の献血率の9．2％、9．9％により近づくならば、17歳献血者の占める比率は更に高くなることが考えら  

れる。17歳の献血率が4．7％に留まっている要因の一つは、輸血用血液製剤の医療機関における帝要の多くが  

4∝加1全血由来の劉剤に移行し、20伽11全血由来の血液製剤の需要が低下していることが考えられる。今後、若年  

者の敵血推進（特に17歳）を進めて行くには、覇要と供給のアンバランスが発生させない為にも17歳献血者に  

400ml全血献血を導入していくことが必磐と考える。献血不適格者数は16歳、17歳が他の年代と比較して全ての  

項目で高値であったのは、初回献血者がこの年齢で多いことに起因すると考える。副作用の発生は若年者でi軌、  

といわれているがl）、2坤1献血時のm軽症例の発生頻度は17歳男性では1．05％であり、18歳～29歳の2．14％  

よりは低く、30代の1．01％とほぼ同額であった（18歳1．76％、19歳2．23％）。また、17歳女性の200ml献血時  

のWR軽症例の発生頻度1．35％は、18歳～29歳の1．㈲％および他の年代と比較するとやや高い値であったが、  

18執、19歳の1．39％、1．47％と速いはなった。   

次に、全血献血の年齢の上限拡準の見直しであるが、欧米では国により基準は異なり糾歳から上限設定無しま  

で様々である。もし、本邦で74凄まで敵血の上限年齢を引き上げた邸合に見込まれる献血者数ほ年間6，573名  

で、全血総献血数の0．11％に限られることがわかった0これはカナダが2004年に献血の上限基準を見直し  

た時に0．27％献血者が増加したとのGol血an沖告むと比較しても低い依である。男性の腿歳、69歳の献血  

者の馳不足の率が高値を示していることは、70歳以上の献血者が継続して全血採血を行なえるかの二乾要な  

ポイントと考える。阿部らの報告では、赤血球系は70歳以降より急速に造血機能が低下し、骨髄有核細胞  

数が減少、脂肪髄の増加が認められるが、これらの年齢では日常生活活動能（A眈）の速いにより地位は大  

きく異なるとしている。献血者は基本的にADlノが高い母集団と考えられるが、現行採血基準で全血献血を行  

なっている65歳以上群の肋分布を調査し、他の年代と比較することも必要と考える。   

血／j、板献血の上限年齢は54放であるが、欧米では血ノj、板成分献血の年令基準は全血献血の上限年齢を準用  

しており、採血の可否判定は検診医の判断に委ねられ、わが国より上限が高く設定されている。   

そこで、塀行の54歳の上限年齢を59級に引き上げた場合に増加する献血者数を推定してみると、5．49％の血  

小板成分献血者数の増加に照がる肺がわかった。また、現在50歳～54の血′J、板成分献血者を対象として実施し  

たアンケート調査では、閲％以上の方は今後も血小板成分献血に挽力すると回答し、85％以上の方が血′J、板献血  

の上限年齢は見直に焚成との回答が得られている。なお、血小板献血者数を年代別に見ると、男女とも年齢を増  

すごとに献血者数は減少しており、50～54歳の献血者は比暁的献血に理解のある方が多く、そのことがアンケー  

ト結果に反映されているとも考えられる。今後は30代、40代の血′」、板献血者を対象としたアンケートも実施し、  

広い年代の意見をとりまとめることも必要と思われる。 50代以上の成分献血者の肋不足の率が拓い点である  

が、愛知県赤十字血紋センター古田らは1）、頻回の成分献血者で比臨港ちの率が繭、と報告している。成分献血  

時の埴前採血の検体鹿や成分敵血に用いるデズポーザプルキット内の残血などが要因の一一つと考えられるが、成  

分献血を行なっている献血者の年代別の肋分布を調査し、年齢の要因が関与しているか否かを明石御こするこ■とは  

必要であろう。また、今回の集計結果ではVⅧを含め、50代以上の献血者副作用の発生頻度は血′J、板・血煉献血  

ともは他の年代と比較して同等以下の率であったが、埼玉鼎赤十字血液センター溝口らは中年女性が血腫献血で  

ⅤⅥモを発生した場合は回復が遷延する例を多く認めると報告している。高β緒の血小板献血における叩R回復時  
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間を調査し、回復時間の遷延の有無を僻しておくことも必要であろう。   

血液比重による採血適否判定とl恥簡易測定値との関係についてであるが、血液比重測定法と簡易馳測定法は  

ともに、手技を正しく行えば採血基準に従った適否判定に有用な手法と看える。Ⅱ17年に実施された簡易Hb測  

脚放で、検査課自動血球計数装置の測定値と比較して平均値がやや低いことが確認されている。今回  

の検討は、同一検体を24～32時間後に検査課機器峰で測定した馳値であるが、簡易Ⅰ迅値は平均値で男性0．4、  

女性0．3〆乱それぞれ低い値を示していた。簡易馳測定機器の誤差は±0．3g／瓜とされており、採血基準を下  

回る献血者からの採血が防止できる設定である。   

恥測定法への切り替えに伴い、現行基準紅は悼常男牲のⅠ恥倍と比較して低いことから、基準値を12．5から  

13．Og／乱にひき上げた場合の採血予測を行ったところ、比塵測定値1．053以上の判定時に比べ1．04％の減少が  

予測された。女性では王恥を現行基準と同じ12．5g／此と設定し、比塵測定による判定と比較すると1．朋％の減  

少が予測された。女性において、簡易肋測定機器導入でl駅血者予測が減少する理由として、測定機器が本来の  

肋値よりやや低めに表示するよう設定されていることも影響していると思われる。   

200mL採血数i劫紗傾向机18年：200mL26％、側Om⊥74％）にある。受血者にとり供血者数は少ないはう  

が望ましく、200m⊥採血は小児の輸血用に限定して採血している施設もある。200mLの採血基準を400m⊥と同  

一基準にひきあげた場合、200mL採血比率の低い九州地区ではほとんど影響がないと思われる。しかし、400mL  

確保に苦慮している地域では、冬季の献血者減少時糊など駄血計画の変更が必要となる可能性がある。Ilb基準値  

の引き上げについては、今後予期しない感染症の流行や、供血者選択に新たな制限が加わる事態発生時などの血  

液弛保も考慮して、検討されるべきであろう。   

血液比脆測定法は、基準値を満たすかどうかに限定した判定であるが、簡易肋測定法では基準をはずれた献血  

申し込み者に対し、個々の状態に応じた鍵康指導が可能となる。恥簡易測定機器導入後は、この利点を生かした  
他鵬音尊体制も望まれる。   

医学生の献血に対する意識調査であるが、今回の調査では35．1％（95％信頼区間29．9～40．7％）が献血をした  

ことがあるという結果となった。過去に行われた調査によると、19～29歳で献血経験のある人の割合は42．8％  

であり、この数値と比較すると本学医学生の献血経験者率は有志に低いことがわかるb＜0．05）。年齢が上がる  

につれて献血経験の機会が増えると考えると、本学医学生の献血経験者率の低さは、回答者の平均年齢が22．3  

歳と若いことによるものだと推測できる。   

一方、1年間の献血率（放近1年間に献血した人数を母集団の人数で除した数値）は15．2％（95％信頼匝澗11．6  

～19．7％）であった。日本赤十字社によると平成18年度の20～29歳の献血率は7．6％でありわ、平成19年度も  

この数値が維持されると仮定すると、医学生の献血率は「般の献血率に対して有恵に高いと言える（p＜0．05）。   

また、今後の献血状況に関しては、「1年に以内に絶対献血する」と回答した10．7％㊥5％信頼区間7．6～14．8％）  

の人が必ず献血すると仮定し、平成18年度の20～29歳の献血率が平成20年度も維持されると仮定すると、平  

成20年皮も本学医学生の帆hL率は一般よりも有意に高くなると考えられるb＜0．05）。   

では、本学医学生の献血率が掛、理由は何なのであろうれ調査㍍の分析の結果、叔近1年間に献血した45  

名のうち19名（亜％）が初めて献血をしており、この19名のうち14名（73．7％）が主な献血場所として「大  

学の献血バス」と回答していることや、最近1年間に献血した45名のうち17名¢7．8％）が「1年以内に絶対  

献血する」、16名（35，5％）が「1年以内に献血するつもりでいる」と回答していることが分かった。これらの  

ことから、本学医学生の献血率の高さは、献血経験者が継続的に献血することに加え、毎年10月に開催される  

大学祭での献血バスの活動による初回献血者確保によって維持されていると推測することができる。   

これまでの考察から、本学医学生は「献血潅験者率は低いが献血意志は高く、1度献血すると継続する可能性  
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が高一1という特徴を持つ集団であり、新規の献血者確保のための重要なターゲットとなり得ると結給づけるこ  

とができる。   

今後実際に医学生に対して献血のプロモーションを行う場合には、今回の調査結果で作成した献血意志関連モ  

デルを参考にすると良V㌔未経験者のモデルでは、「あなたにとって、献血は義務の1つですかJ、「近年、献血者  

数は増加していると思いますか＼減少していると思いますかjが「規範意識」、「呼びかけられても献血しなかっ  

たとき、そのことを後悔することが多いですかJが「献血に卸する態度」、「間25．仮に献血する気持ちになった  

場合、確実に実行できると思います机が一統制感Jとそれぞれのカテゴリーに入っており、mあるいはTPB  

の理論が当てはまることがわかる。一方、経験者のモデ／レはmや偶の理論とは十致せず、「継続的に献血  

をしており、前回の献血でネガティプなイメージを持たず、特に阻雷要因がなければ献血経験者は継続的に献血  

を行う」という構造になっていることがわかる。   

よって、未経験者に対してはmおよびmの理論に基づいた戦略を、経験者に対しては「毎回の献血で悪  

いイメージを持たせないこと」を念頭においた機略を採ると良い結果が得られると考えられる。また、初回献血  

者の確保に関しては献血バスが大きな効呆を持っていることも考慮すべきである。  

E．まとめ   

年齢基準の見直しで多くの献血者の増加が見込まれることから、血小板成分献血の上限年令（現行馳歳）の  

見直しを第一優先のテーマとして検討を進めるべきである。次に17故女性400ml全血献血でのデータ収触が  

今後の裸題となる。全血献血の上限年令の見直しについては、増加が見込まれる献血者数は少なく、00歳以  

上で比韮落ち率が増加していることを考放すると、研究の優先順位I朝敵、と考えられる。   

献血経験や麓識に関する医学生調査では、献血経験者率は低いものの、献血率・献血意志は掛、炎団であり、  

献血プロモーションによる効果は十分得られることが示唆された。また、プロモーションの際にⅠ適地巌験の有  

無によって異なる戦略を採ることが望ましいことも明らかにされた。  

F，腱康危険情報  

特になし  

G．研究発表   

1．論文発表  

予定あり  

2．学会発東  

予定あり  

H．知的財産権の出願■登録状況   

（予定を含む）   

1．特許取得  
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特になし  

2．実用新案登録   

特になし  

3．その他   

特になし  
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